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毎
日
新
聞
が
五
月
下

旬
か
ら
「
脱
法
ハ
ウ
ス
」

と
し
て
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

を
張
り
、
六
月
十
八
日
衆

院
国
土
交
通
委
員
会
で

も
取
り
上
げ
ら
れ
た
「
違

法
貸
し
ル
ー
ム
」
問
題
。

法
律
へ
の
抵
触
が
疑
わ

れ
る
改
修
を
行
っ
た
戸

建
て
や
ビ
ル
等
で
、
多
人

数
が
狭
い
仕
切
り
の
中
、

そ
れ
ぞ
れ
居
住
し
て
い

る
と
さ
れ
る
。
「
管
理
組

合
か
ら
、
こ
の
種
の
相
談

は
聞
い
た
こ
と
が
な
い
」

と
話
す
管
理
会
社
や
マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
士
は
少

な
く
な
い
が
、
テ
レ
ビ
・

新
聞
等
の
報
道
で
は
す

で
に
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン

で
ト
ラ
ブ
ル
が
起
き
て

い
る
。 

国
土
交
通
省
は
七
月

十
二
日
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン

の
一
住
戸
を
改
修
し
て

多
人
数
の
居
住
の
用
に

供
す
る
事
業
」
と
し
て
管

理
協
と
公
益
財
団
法
人

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
セ
ン

タ
ー
に
協
力
を
呼
び
掛

け
た
。 

建
築
基
準
法
違
反
の

疑
い
が
あ
る
た
め
、
専
有

管管管
理理理
業業業
界界界
ににに
ももも
情情情
報報報
提提提
供供供
要要要
請請請   

国
交
省 

「
違
法
貸
し
ル
ー
ム
」
問
題
で
通
知 

管理組合への助言も求める 

部
改
修
に
関
し
、
管
理
組

合
か
ら
相
談
を
受
け
た

際
に
は
注
意
を
促
し
、
管

理
組
合
や
管
理
会
社
か

ら
特
定
政
庁
へ
情
報
提

供
す
る
よ
う
求
め
て
い

る
。 違

法
貸
し
ル
ー
ム
は
、

住
戸
内
に
窓
は
無
く
、
ベ

ニ
ヤ
等
の
燃
え
や
す
い

板
壁
で
多
数
の
個
室
に

仕
切
ら
れ
て
い
る
の
が

特
徴
だ
。 

同
省
建
築
指
導
課
で

は
建
築
基
準
法
の
「
居

室
」
と
み
な
し
、
該
当
住

戸
を
ト
イ
レ
や
浴
室
等

の
共
用
形
態
を
も
っ
て

「
寄
宿
舎
」
と
想
定
。
基

準
法
上
の
寄
宿
舎
は
防

火
上
主
要
な
間
仕
切
壁

を
準
耐
火
構
造
と
し
、
各

居
室
に
窓
等
の
開
口
部

の
設
置
が
必
要
な
た
め
、

特
定
行
政
庁
の
調
査
を

経
て
、
違
反
物
件
と
し
て

是
正
指
導
で
き
る
、
と

見
て
い
る
。 

管
理
協
は
「
特
定
行

政
庁
が
速
や
か
に
違
法

性
を
判
断
し
是
正
し
て

く
れ
れ
ば
安
心
だ
し
、

法
令
違
反
の
判
断
が
あ

れ
ば
管
理
組
合
も
強
く

出
ら
れ
る
」（
業
務
部
）

と
話
す
が
、
都
内
の
特

定
行
政
庁
は
「
そ
う
簡

単
な
話
で
は
な
い
」（
中

央
区
や
墨
田
区
）
と
指

摘
す
る
。 

「
そ
も
そ
も
建
築
基

準
法
は
寄
宿
舎
の
定
義

を
明
文
化
し
て
い
な

い
。
居
住
者
が
住
戸
内

に
入
れ
て
く
れ
な
け
れ

ば
判
断
も
で
き
な
い
。

国
に
違
法
性
の
判
断
基

準
を
よ
り
明
確
に
し
て

も
ら
わ
な
い
と
」（
中
央

区
）
と
慎
重
な
姿
勢
を

本
来
「
一
戸
」
の
居
室
を
改
修
し
、
多
人
数
を
居
住
さ
せ
る
「
違
法
貸
し
ル
ー
ム
（
脱
法
ハ
ウ
ス
）
」
に

関
し
て
国
土
交
通
省
が
七
月
十
二
日
、
一
般
社
団
法
人
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
協
会
（
管
理
協
）
等
に
特
定
行

政
庁
へ
の
情
報
提
供
を
依
頼
し
た
。
管
理
協
で
は
会
員
会
社
が
「
違
法
貸
し
ル
ー
ム
（
い
わ
ゆ
る
脱
法
ハ
ウ

ス
）」
に
つ
い
て
管
理
組
合
か
ら
相
談
を
受
け
た
場
合
、「
建
築
基
準
法
違
反
物
件
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
」

こ
と
を
伝
え
、
管
理
組
合
と
協
議
の
上
、
改
修
を
行
っ
た
工
事
業
者
名
等
も
含
め
特
定
行
政
庁
へ
連
絡
す
る

よ
う
要
請
し
て
い
る
。 

示
す
。 

東
京
消
防
庁
報
道
係
は

「
現
状
確
認
は
、
消
防
法

の
査
察
権
活
用
の
方
法
も

あ
る
」
と
ア
ド
バ
イ
ス
す

る
。
消
防
法
４
条
の
立
入

り
検
査
権
を
用
い
、「
防
火

区
画
の
判
断
は
建
築
行
政

が
行
う
た
め
」
と
し
て
管

轄
内
の
建
築
行
政
担
当
者

も
同
行
し
、
住
居
内
の
状

況
を
確
認
の
上
、
是
正
指

導
す
る
。
実
際
、
こ
の
手

法
で
調
査
を
行
っ
た
消
防

署
も
あ
る
と
い
う
。
ま
た
、

そ
れ
ぞ
れ
の
居
住
ス
ペ
ー

ス
が
消
防
法
上
独
立
し
た

住
戸
と
み
な
さ
れ
、
マ
ン

シ
ョ
ン
に
適
用
さ
れ
る
消

防
設
備
の
設
置
義
務
免
除

が
解
か
れ
る
ケ
ー
ス
が
あ

る
、
と
い
っ
た
指
摘
も
あ

る
。 「

区
分
所
有
法
や
管
理

規
約
に
よ
る
打
開
策
も
あ

る
」
と
首
都
圏
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
士
会
の
村
上
民
夫

理
事
は
指
摘
す
る
。 

標
準
管
理
規
約
準
拠
の

管
理
規
約
で
あ
れ
ば
、
専

有
部
分
は
理
事
長
の
事
前

承
認
が
必
要
な
た
め
、「
違

法
な
工
事
を
防
い
だ
り
、

理
事
長
未
承
認
の
工
事
と

な
れ
ば
規
約
違
反
と
し
て

訴
訟
で
原
状
回
復
等
を
請

求
で
き
る
」
と
話
す
。
防

火
に
関
し
、
建
築
基
準
法

違
反
行
為
等
で
あ
れ
ば
区

分
所
有
法
の
共
同
利
益
背

反
者
と
し
て
、
区
分
所
有

者
等
に
行
為
の
停
止
や
原

状
回
復
の
請
求
も
可
能
と

さ
れ
る
。 （

裏
面
へ
続
く
） 

「違法貸しルーム」のイメージ 

※国交省HPから抜粋 

設計・監理、物件の媒介行為 
業法違反で処分の可能性 
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昨
年
度
の
申
告
は
今

年
行
っ
た
。
管
理
組
合
が

納
め
た
昨
年
度
の
法
人

税
は
約
二
十
九
万
円
。
基

地
局
収
入
の
約
１
割
に

当
り
、
こ
れ
に
事
業
税
、

都
道
府
県
税
・
地
区
長
村

民
税
と
い
っ
た
住
民
税

が
加
わ
る
。 

必
要
経
費
に
は
、
管
理

員
が
行
う
巡
回
に
よ
る

基
地
局
の
点
検
や
管
理

編集後記：朝晩が涼しくなり良い季節になってきました。管理組合運営お疲れ様です。 

★「違法貸しルーム」問題は専有部分の中のことでなかなか管理組合で気づきにくいことではないかと思います。

専有部分の改築等に関して工事の進め方を管理規約にきちんと明記しマンション内で周知徹底しておくことで住

民の皆さんの工事に対する関心度が高くなれば、届け出のない専有部分の工事について気づくことも多いのでは

ないでしょうか？大切なのはやはり、言い尽くされたことですが、情報の共有化とマンション内のコミュニケー

ションではないでしょうか。                                  田原 

い
。 管

理
組
合
か
ら
す
れ

ば
「
な
ぜ
ウ
チ
だ
け
が

…
」
と
い
う
気
持
ち
も

あ
っ
た
か
も
し
れ
な
い

が
、
税
務
署
員
が
手
取

り
足
取
り
教
え
て
く
れ

た
た
め
、
税
理
士
に
依

頼
し
な
く
て
も
確
定
申

告
作
業
が
出
来
た
。 

◇ 

携
帯
電
話
の
基
地
局

れ
る
。 

こ
の
マ
ン
シ
ョ
ン
は

築
二
十
年
強
で
、
十
年
ほ

ど
前
に
基
地
局
を
設
置

し
た
。
こ
れ
ま
で
税
務
署

の
チ
ェ
ッ
ク
は
な
か
っ

た
た
め
、
チ
ェ
ッ
ク
を
う

け
た
当
初
、
担
当
者
は

「
ち
く
り
」
を
疑
っ
た

が
、
申
請
を
進
め
て
い
く

に
従
っ
て
「
独
自
調
査
し

た
結
果
」
と
の
感
触
を
得

賃
貸
収
入
は
年
間
約  

万
円 

保
険
料
も
必
要
経
費
に
算
入 

員
の
給
与

が
含
ま
れ

る
管
理
委

託
費
が
認

め
ら
れ
た
。

損
害
保
険

料
や
電
話
代
で
構
成
さ

れ
る
通
信
費
、
防
犯
費
も

認
め
ら
れ
た
。 

た
だ
、
こ
れ
ら
の
経
費

が
全
額
計
上
で
き
る
わ

け
で
は
な
い
。
経
費
は

「
共
通
経
費
」
で
、
こ
の

マ
ン
シ
ョ
ン
全
般
に
掛

か
る
費
用
か
ら
ど
の
程

度
が
基
地
局
の
維
持
管

理
に
必
要
な
経
費
か
計

算
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

を
設
置
し
、
収
入
を
得

る
行
為
は
「
収
益
事
業
」

に
な
り
、
収
入
に
対
し

て
課
税
さ
れ
る
。
た
だ

実
際
に
は
課
税
に
至
ら

な
い
ケ
ー
ス
が
多
い
。 

課
税
さ
れ
る
の
は
付

近
の
住
民
や
関
係
者
が

「
管
理
組
合
が
収
益
事

業
を
実
施
し
て
い
る
」

と
情
報
を
提
供
す
る
よ

う
な
ケ
ー
ス
だ
と
い
わ

た

そ

う

だ
。 「

屋
上

に
ア
ン
テ

ナ
が
つ
い

て
ま
す
か

ら
、
見
れ
ば
分
か
り
ま
す

よ
ね
」
と
も
。 

ま
た
、
税
務
署
が
入
っ

た
の
は
「
国
税
庁
が
昨
年

二
月
に
公
表
し
た
、
駐
車

場
の
外
部
貸
し
に
伴
う

課
税
見
解
が
影
響
し
て

い
る
面
が
あ
る
そ
う
」
と

も
話
し
た
。
（
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
新
聞 
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1
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管理組合に追徴課税 
屋
上
に
携
帯
電
話
の
基
地
局
を
設
置
し
て
い
る
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
組
合
が

昨
年
、
地
元
税
務
署
の
指
摘
を
受
け
、
初
め
て
法
人
税
の
確
定
申
告
を
行
っ
た
。

基
地
局
を
設
置
し
た
の
が
９
年
前
だ
っ
た
た
め
、
時
効
に
掛
か
ら
な
い
過
去
５
年

分
に
つ
い
て
も
申
告
す
る
よ
う
に
指
示
さ
れ
、
結
果
追
徴
課
税
を
受
け
る
羽
目

に
。
法
律
上
の
義
務
と
は
い
え
、
こ
う
し
た
収
益
事
業
を
行
っ
て
い
る
全
て
の
マ

ン
シ
ョ
ン
が
税
金
を
納
め
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
何
と
な
く
損
を
し
た
気
も
し

な
い
で
は
な
い
が
、
申
告
を
通
じ
て
学
ん
だ
点
も
あ
っ
た
よ
う
だ
。 

５
年
分
さ
か 

の
ぼ
り
徴
収 

携帯基地局 設置９年後に申告促され… REPORT 

（
表
面
か
ら
の
続
き
） 

◇ 

国
交
省
は
七
月
十
九

日
に
は
建
築
士
や
建
設

業
者
、
宅
建
業
者
ら
の
団

体
に
「
違
法
貸
し
ル
ー

ム
」
へ
の
関
与
に
つ
い
て

通
知
し
た
。 

建
築
士
が
「
違
法
貸
し

ル
ー
ム
」
の
設
計
・
監
理

等
を
行
っ
た
場
合
は
建

築
士
法
十
条
に
基
づ
く

懲
戒
請
求
書
分
の
対
象

と
な
る
こ
と
が
あ
る
、
建

設
業
者
は
施
工
中
特
定

行
政
庁
か
ら
工
事
の
停

300 

止
命
令
を
受
け
た
に
も

関
わ
ら
ず
工
事
を
止
め

な
い
と
き
は
建
設
業
法

の
監
督
処
分
の
対
象
と

な
る
、
な
ど
と
し
て
適
切

な
対
応
を
求
め
て
い
る
。

宅
建
業
者
に
は
「
賃
借
の

媒
介
を
行
な
わ
な
い
こ

と
が
適
当
」
だ
と
し
た
上

で
、
媒
介
等
を
行
っ
た
場

合
は
宅
建
業
法
四
十
七

条
に
違
反
す
る
可
能
性

が
あ
る
と
注
意
を
喚
起

し
た
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞 

第

9
1

3

号
よ

り
） 


